
 
 
 
 

第三部  工 程 表 
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【表の見方 (例)】 
 
・数年間にわたり継続して取り組むもの(同一項目について)   

平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度  

検討 
 

実施      

 
・一つの目標達成に向けて多様な取組みを数年間にわたり順次実施するもの 

平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度  

検討 
 

順次実施      

 
・制度の創設など効果はその後も継続するが取組としては単年度で完了するもの 

平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度  

検討 
 

実施      
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・平成 22年度以降も継続して取り組むべきもの 

平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度  

検討 
 

実施      

 
・平成 22年度までに目標を達成すべきもの 

平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度  

検討 
 

実施      
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市政改革マニフェスト（市政改革基本方針）  ①マネジメント改革工程表 

大

項

目 

課 題 

 

具体的取組 平成 17 年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成 21 年度 平成22年度  

１身の丈に合

わせた経常

経費の圧縮

①経常経費の 2割削減（当面 5年間で 900 億円

の削減） 

18 予算編成よ
り検討、実施 

      

①新規事業から維持管理への公共事業の転換 

  (当面 5年間で 1,100 億円の圧縮) 

18 予算編成よ
り検討、実施 

 
 

     

②民間企業や NPO 等の活用 18 予算編成よ
り検討、実施 

 
 

     

③需給予測・コスト計算等の精査による質・規

模の見直し 

18 予算編成よ
り検討、実施 

 
 

     

２新手法によ

る投資的経

費の追加的

圧縮 

④公募型競争入札等によるコストの圧縮 18 予算編成よ
り検討、実施 

 
 

     

①特別会計･一般会計の区分の見直し 順次実施   
 

    

②特別会計管理システムの確立 検討 一元的に管

理 

     

③一般会計からの繰出の見直し 

 (当面 3年間で 3割の削減) 

 実施 
 

     

３特別会計の

改革 

④国民健康保険事業会計等の健全化   検討 
 

順次実施 
 

     

①５年間で公債発行水準を 800 億円まで削減

（除く臨時財政対策債等） 

18 予算編成か
ら検討、実施 

 
 

     

Ⅰ 

財
務
リ
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
リ
ン
グ 

４公債発行の

削減(一般

会計) ②臨時財政対策債等の使途の財政健全化への

限定 

18 予算編成か
ら検討、実施 
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その後も継続的に実施 

その後も継続的に実施 

大

項

目 

課 題 

 

具体的取組 平成 17 年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成 21 年度 平成22年度  

５戦略的不良

債権処理の

体制構築 

①総合的な財務リスク管理体制の構築  

方針策定 

 

実施 

     

①未収額の圧縮に向けた取組みの強化 検討・一部実施 実施 
 

     

②効率的で強力な賦課徴収体制の整備と運営 検討 順次実施 
 

 
市税事務所

開設 

    

③受益と負担の関係の適正化 事業分析 検討 
順次実施 

     

６歳入確保策

④新たな収入源の模索 検討 
順次実施 

 
 

     

① 利用者制限の緩和 

 

検討 実施      

②一元的な利用案内情報の提供   実施 

 

      

１施設の利用

率の向上 

③利用率の向上  

 

実施       

① 面積当り経費の削減 

 

  実施        ２施設の活用

の見直し 

②統廃合  

 

 

方向性等整理   

 

統廃合 

    

Ⅱ

資

産

の

流

動

化 

３土地の有効

活用の促進

①未利用地の処分 検討 
 

実施 
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その後も継続的に実施 

大

項

目 

課 題 

 

具体的取組 平成 17 年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成 21 年度 平成22年度  

②転活用の徹底 順次実施  
 

     

監理団体への委託料 

見直し 

実施       

監理団体以外の団体

への委託料見直し 

 実施      

①委託料・出資の見直

し 

株式会社(監理団体)

への出資の見直し 

株式会社(報告団体、

その他関連団体)への

出資見直し 

 実施 

 

  実施 

     

②法人形態の見直し 検討 実施      

Ⅲ
グ
ル
ー
プ
経
営
の
質
的
向
上 

１大阪市の関

与の見直し

③組織運営体制の見

直し 

派遣職員の引きあげ 

 
再就職等のあり方整

理、再就職状況公表 

派遣の考え方

整理 

実施 

派遣職員引

きあげ 

再就職状況

公表 

     

①職員採用の凍結。当面 5年間で 5,000 人を超

える職員数を削減 

 原則採用凍

結  

     

②共通管理業務の集約及び民間への業務委託 業務分析 業務改革検

討 

システム開

発 

  実施  

③監理団体等派遣職員の大幅な引き上げ 派遣の考え方

整理 

派遣引きあ

げ開始 

     

Ⅳ
人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
再
構
築 

１職員数の削

減 

④50歳からの早期退職制度の導入 検討 実施 
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大

項

目 

課 題 

 

具体的取組 平成 17 年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成 21 年度 平成22年度  

①職員の職種職域を転換(職員の多能工化)し

人事異動を拡大 

異動基準策定 実施 

職種一本化 

     

②勤務形態の多様化 検討 順次実施 

 

     

２人材の弾力

的運用 

③局部長ポスト等経営層や専門的分野への外

部人材の登用、庁内公募の拡大 

 

検討 

 

実施 

     

①共通管理業務の集約 

 

Ⅳ-１-②に同じ  

業務プロセス改善 点検 順次実施      

１業務プロセ

スの改善 

 ②局・区における業務

プロセスの改善 一人一台 PC 導入 実施       
２事業の経営

形態の見直

し 

①民営化・独立法人化など経営形態の見直し  

事業分析 

 

方針決定 

 

順次実施 

    

３アウトソー

シング・民

間委託の進

 

 

①事務事業全般にわたる民間委託等の推進  

点検 

 

順次実施 

     

①他の法人(大阪府等)との連携 

 

検討 順次実施      

②市政全般への民間企業等との協働の推進 検討 基本方針整

理 

順次実施 

     

Ⅴ

組

織

の

生

産

性

の

向

上 

  

 

 

 

 

 

４ 官 民協 働

( パ ブ リ ッ

ク・プライベ

ート・パート

ナーシップ)

の推進 

 
③市民・地域団体との健全な協働の推進 

 

検討 

実態調査 

順次実施      
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大

項

目 

課 題 

 

具体的取組 平成 17 年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成 21 年度 平成22年度  

①局・区経営方針と連動した行政評価 検討 実施      ５恒常的評価

体制の構築

②第三者評価委員会による独立した包括的評

価体制の確立 

委員会発足 包括的評価      

①職務給(職務と責任に応じた給料)の原則の

徹底(級別標準職務・昇格基準の見直し) 

検討 制度設計 実施     

②新たな人事評価に基づく勤勉手当成績率の

導入と昇給制度の構築(査定昇給の導入) 

検討 制度設計 実施     

１勤務実績の

給与への反

映 

③特殊勤務手当及び給料の調整額の抜本的見

直し 

制度設計 実施      

①希望降任制度の実施 

 

制度設計 実施      

 

Ⅵ 

職

員

の

生

産

性

の

向

上 

２職員の資質

向上のため

の柔軟かつ

厳格な制度

の導入 

②人事評価制度に基づく分限降任等の仕組み

のルール化 

 
検討 

 
ルール化 
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市政改革マニフェスト（市政基本方針）  ②コンプライアンス改革工程表  
 

 

大

項

目 
課 題 具体的取組 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成 22年度 

 

① 内部統制システムの確立 
検討 

 
実施 

     

② 外部監視制度の構築 
 
 

実施 
     

１公正確保のしく

みづくり 

③ 入札制度（電子入札）の改革  
適用範囲の

拡大 
適用範囲の

拡大 
実施 

   

① 情報公開制度の原則公開運用の

定着 
実施  

     

② 積極的に情報を開示していく行

政運営スタイルへの転換 
 実施  

     ２情報公開の徹底 

③ 監理団体・関連団体の情報公開

の徹底 
順次実施  

     

① 公会計制度の抜本的見直し 
方針決定 
 

実施 
     

３財務情報の開示 
② 予算・決算情報のきめ細かな開

示 
方針決定 
 

実施 
     

Ⅰ 

透
明
性
の
確
保 



 203

 

大
項
目 

課 題 具体的取組 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成 22年度 
 

① 安全管理に関する全庁的な取組

体制の確立 
方針公表 

一部実施 

実施 
     

② 多発する交通事故の削減に向け

た対策の導入 
実施 

 

徹底 

 
     １「安全」の確保 

③ 市民利用施設における事故の削

減に向けた対策の導入 
実施 

 

徹底 

 
     

２環境への配慮 
① 大阪市自らが率先した環境保全

行動の強化 
現状と方

針を公表

実施 

 
     

 ② 環境関連計画の推進 
棚卸と点検

 

方針立直し

順次実施 

完全実施 

     

３個人情報の保護 
① 市が保有している個人情報の必

要性の再チェック 
実施 

       

 
② 委託先業者が保有する個人情報

の保護対策 
実施 

 
      

Ⅱ 

社
会
責
任
の
遂
行 

 ③ 市職員自身の個人情報保護 
 

 

実施 
     

① 職場改善運動の展開 
実施 

       

② 新しい職員提案制度の作り直し 
方針決定

 

実施 
      

Ⅲ
職
員
の
自
立
・
自
主
管
理 

１自主的改革・改

善の基盤整備 

③ 大阪市職員行動指針の策定 
内容検討 
 

策定 
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 市政改革マニフェスト（市政改革基本方針）  ③ガバナンス改革工程表 

大

項

目 

課 題 具体的取組 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度  

①資源の集中管理体制の確

立 

管理体制 

確立 

      

②実効性ある市長の経営補

佐機能の確立 

経営補佐機

能確立 

      １トップマネジメ

ント機能の強化 

③横断的課題への対応 調査分析、 

方針公表 

実施      

①市長に対する局長・区長の

責任の明確化 

方針公表 実施      
２局と局長、区と区

長の位置づけと

責任の明確化 
②局・区経営方針と評価シス

テムの確立 

方針決定 実施      

①内部の組織構造の見直し 検討 実施 

 

     

Ⅰ

経

営

体

制

の

再

構

築 

３組織の再構築 
②監理団体のガバナンスの

再構築 

実施開始 完全着手      

予算 

(直接要求) 

検討、 

平成 18 年度

予算から試

行実施 

 

実施 

     ①区長への

権限の移

譲（予算･

人事） 

人事 

(公募) 

検討 実施 

 

     

経営方針 検討 

 

実施 

 

     

ニーズ把握 

 

検討、実施       

１区の自律経営 
②政策形成

の強化、機

能の拡大･

充実 

業務再設計 検討 設計 

 

順次実施     

サービス窓

口再配置 

検討、 

方針公表 

実施      

Ⅱ

区

政

改

革 

２地域に応じた業

務の再構築 

①新たな業

務単位の

検討 徴税体制集

約化 

検討  実施     
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大

項

目 

課 題 具体的取組 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度  

政策立案区

域統合 

検討  実施     

プラットフ 

ォーム形成 

検討 実施      

人材・資金支

援 

検討 実施      

②地域活動

のプラッ

トフォー

ムの形成

と活動支

援 
ニーズ把握 検討、実施       

③区役所の独自取組みの推

進 

検討 実施      

①能力と実績に基づく新人

事評価制度の導入  

職員に公表 

(1 月) 

実施      
１能力・実績に基づ

く人事管理の推

進 
②業績評価への目標管理制

度の本格的実施 

調査分析 順次実施      

２キャリア(職歴提

示)開発の仕組み

の構築 

①課長級以下職員のキャリ

ア(職歴提示)開発制度の

導入 

キャリア開発

シート作成 

制度設計 

実施 

     

①外部機関（人材）を活用し

た職員研修の見直し 

 

見直し及び 

制度設計 

 

順次実施 

     

Ⅲ

人

材

育

成 

３研修制度の見直

し 
②キャリア(職歴提示)開発

と研修との連動化 

現状分析 制度設計 実施      
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大

項

目 

課 題 具体的取組 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度  

１予算編成過程 

①予算編成過程の公開等 試行実施 

(H18 年度

予算編成) 

実施 

(H19 年度予

算編成より) 

     

Ⅳ

政

策

形

成

過

程

の

高

度

化 

２審議会や第三者

委員会のあり方

の見直し 

①審議会や第三者委員会の

あり方の見直しと情報公

開 

見直し検討 実施      

１組合との関係の

見直し 

①組合との関係の明確化 実態調査 

 

新たなルー

ル実施 

      Ⅴ

健

全

な

労

使

関

係

の

構

築 

２市民からの信頼

の獲得 

①組合との交渉・協議結果の

情報公開の徹底 

実施       

 


